
１ 地域再生計画の名称

２ 地域再生計画の作成主体の名称

３ 地域再生計画の区域

地域再生計画

島根県/北海道夕張市/北海道松前郡福島町/北海道奥尻郡奥尻町/北海道中川郡音威子府村/北海道
苫前郡苫前町/北海道礼文郡礼文町/北海道網走郡美幌町/北海道紋別郡湧別町/北海道網走郡大空
町/北海道勇払郡むかわ町/北海道河東郡鹿追町/北海道白糠郡白糠町/岩手県花巻市/岩手県遠野市
/岩手県岩手郡葛巻町/岩手県和賀郡西和賀町/岩手県気仙郡住田町/岩手県上閉伊郡大槌町/岩手県
九戸郡九戸村/宮城県加美郡加美町/宮城県本吉郡南三陸町/山形県最上郡最上町/山形県西置賜郡
小国町/山形県飽海郡遊佐町/福島県南会津郡只見町/福島県大沼郡金山町/群馬県/新潟県東蒲原郡
阿賀町/福井県/長野県北安曇郡白馬村/長野県北安曇郡小谷村/静岡県伊豆市/静岡県榛原郡川根本
町/三重県松阪市/滋賀県甲賀市/兵庫県美方郡香美町/奈良県五條市/岡山県和気郡和気町/広島県
山県郡安芸太田町/広島県北広島町/広島県豊田郡大崎上島町/香川県/愛媛県上浮穴郡久万高原町/
佐賀県/佐賀県東松浦郡玄海町/宮崎県えびの市/鹿児島県西之表市/鹿児島県肝属郡南大隅町/鹿児
島県熊毛郡屋久島町/鹿児島県大島郡喜界町/沖縄県島尻郡久米島町/富山県/北海道栗山町/北海道
東川町/北海道幌加内町/北海道斜里町/北海道平取町/北海道上士幌町/北海道更別村/北海道池田
町/北海道浜中町/北海道弟子屈町/北海道標津町/岩手県八幡平市/岩手県岩泉町/山形県金山町/茨
城県大子町/富山県南砺市/石川県能登町/岡山県真庭市/愛媛県砥部町/熊本県上天草市/鹿児島県
南九州市の全域

島根県、島根県浜田市、島根県益田市、島根県大田市、島根県江津市、島根県雲南市、島根県奥
出雲町、島根県飯南町、島根県川本町、島根県美郷町、島根県邑南町、島根県津和野町、島根県
吉賀町、島根県海士町、島根県隠岐の島町、北海道奥尻町、北海道音威子府村、北海道大空町、
岩手県遠野市、岩手県葛巻町、福島県只見町、福島県金山町、新潟県阿賀町、静岡県川根本町、
滋賀県甲賀市、兵庫県香美町、奈良県五條市、岡山県和気町、広島県大崎上島町、愛媛県久万高
原町、鹿児島県南大隅町、鹿児島県屋久島町、岩手県花巻市、岩手県住田町、岩手県大槌町、岩
手県九戸村、山形県小国町、白馬山麓事務組合、広島県北広島町、宮崎県えびの市、群馬県、福
井県、香川県、北海道福島町、北海道美幌町、岩手県西和賀町、宮城県加美町、宮城県南三陸
町、山形県最上町、山形県遊佐町、福井県坂井市、静岡県伊豆市、島根県松江市、島根県出雲
市、島根県安来市、広島県安芸太田町、鹿児島県喜界町、佐賀県、北海道夕張市、北海道苫前
町、北海道礼文町、北海道湧別町、北海道むかわ町、北海道鹿追町、北海道白糠町、三重県松阪
市、佐賀県玄海町、鹿児島県西之表市、沖縄県久米島町、富山県、北海道栗山町、北海道東川
町、北海道幌加内町、北海道斜里町、北海道平取町、北海道上士幌町、北海道更別村、北海道池
田町、北海道浜中町、北海道弟子屈町、北海道標津町、岩手県八幡平市、岩手県岩泉町、山形県
金山町、茨城県大子町、富山県南砺市、石川県能登町、岡山県真庭市、愛媛県砥部町、熊本県上
天草市、鹿児島県南九州市

高校を核とした新たな人づくり・人の流れづくりプロジェクト
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４ 地域再生計画の目標

４－１　地方創生の実現における構造的な課題

　現プロジェクト「学校を核とした官民協働による地方創生プロジェクト」では、次の「地方創
生の実現における構造的な課題」の解決に取り組んできた。
【構造的な課題①】教育現場における地方創生視点の欠如（学校、教員側の課題）
　海士町では、隠岐島前高校の存続が地域の存亡に関わるという島全体の危機感から、地域・学
校・行政が一体となって高校魅力化に取り組み「人の流れの反転」「地域の持続可能性向上」を
成し遂げた。この取組を県内全域に広げようと取り組んでいるが、教育現場に「学校を核とした
地方創生」という視点がなく、学校を起点とした地域づくりが進まない。
【構造的な課題②】教育は学校内で完結するという固定観念（地域、住民側の課題）
　子どもの育ちを学校だけで抱え込んでしまうのではなく、「地域の子どもは地域で育てる」を
基本として、地域でどのような子ども達を育てるのか、何を実現していくのかという目標やビ
ジョンを地域住民や学校、行政と協働で策定し、地域と一体となって子ども達を育む取組を進め
ていく必要があるが、地域住民の教育活動への参加機会が少なく、教育に関わることが「学校任
せ」「行政任せ」となっている。
【構造的な課題③】学校設置者（県、市町村）が異なることによる校種（小中学校、高校）の壁
　保育所・幼稚園から高等学校を一貫し体系的なキャリア教育を進めるためには、学校間の円滑
な連携・接続を図ることが重要であるが、学校設置者が異なるため「校種の壁」がある。特に、
中学校と高等学校の間には大きなギャップがある。
【構造的な課題④】児童・生徒の減少による弊害
　児童・生徒数の減少に伴い小規模校・少人数クラスになり、児童・生徒の「関係性の固定化」
「価値観の同質化」「刺激や競争の不足」などの弊害が生じている。
【構造的な課題➄】民間活力の活用を前提としない学校運営・経営の実態
　学校運営・経営は、行政が専ら担い、これまで民間の知恵や工夫が活かされてこなかった領域
である。

【構造的な課題①】教育現場における地方創生視点の欠如（学校、教員側の課題）、に対して
＜これまでの取組・成果＞
●「より良い学校教育を通じて、より良い地域社会を創る」という理念を学校と地域が共有し、
その実現を図るため、学校側の要と して主幹教諭を県単で加配（交付金対象外）し、校内研修等
を通じ、学校内部から教員の意識改革を進めてきた。
●こうした取組により、次第に教員が地域や他校の活動に興味を抱くようになったため、「学
校・地域・行政が相互に学び合う県レベ ルの広域のラーニングコミュニティ」を構築し、教員自
らが主体的に「学校を核とした地方創生」の意義・理解を深めていく仕組みづくりを進めてき
た。
●一方、意識醸成が図られた教員が、いざ地域と連携した取組を始めようとしても教員側に十分
に時間が作り出せないということが予想されたため、教員が処理する事務作業をサポートする事
務スタッフを配置し、教員の負担軽減、時間的余裕の確保を行ってきた。
●こうした教員の意識改革は、県内でも先駆的に取り組んできた離島・中山間地域の県立高校か
ら広がりを見せ、県内各地域で学校と地域の協働による人づくりが進みつつある。

＜新たに見えてきた課題＞
●教員の意識改革が進み学校と地域の協働による人づくりは県内各地域で進みつつあるものの、
概ね３年での人事異動による学校側の人的体制の変更等により、「学校と地域との協働ビジョ
ン」「学校運営の基本方針」等がその都度見直されてしまうなど、せっかく軌道に乗りかけた学
校と地域の連携した取組が滞る学校もあった。
→【新たな課題①】教員の人事異動等による中長期的な関与・コミットメントの困難さ
 
【構造的な課題②】教育は学校内で完結するという固定観念（地域、住民側の課題）、に対して
＜これまでの取組・成果＞
●地域と学校をつなぎ、新たな価値を作る専門人材として「魅力化コーディネーター」を配置
し、地域住民の学校活動への参画意識を 高めながら、「課題先進地域をフィールドとした最先端
の課題解決型学習やキャリア教育」を行ってきた。
●こうした取組により、地域社会の魅力や課題について、自主的にテーマを設定し、フィールド
ワーク等を行いながら調べ、考える学習 に対し、熱心に取り組む生徒が増えたり、部活動など授
業以外でも、自主的に身の回りの地域課題の解決に取り組む生徒がでてきた。こうした生徒たち
が、各種成果発表会で自ら主体的に取組を披露している。
●地域の大人たちはこうした子どもたちの変容を目の当たりにし、学校活動への参画意欲がます
ます高まっているとともに、大人自身の地域づくり等に対する意識の高まりも見られ、こうした
学校を起点とした動きが「小さな拠点づくり」等への具体的な実践活動につながっていくのでは
ないかと感じている。

＜新たに見えてきた課題＞
●地域と学校の協働が進めば進むほど課題解決型学習の事前準備やインターンシップ先との調整
など、「魅力化コーディネーター」の 業務と役割が増えることになり、地域と学校が連携した取
組を効果的・継続的に進めるには、「魅力化コーディネーター」という個人の力だけでは限界も
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組を効果的・継続的に進めるには、「魅力化コーディネーター」という個人の力だけでは限界も
見えてきた。
●また、こうした重要な役割を担っている「魅力化コーディネーター」ではあるが、国において
制度化されたものではなく、地方財政措置等も無いことから、人数に限りがあるうえ、総じて給
与等の処遇面での扱いも低い。
●今後、地域と学校の協働による人づくりをさらに進化させていくためには、「魅力化コーディ
ネーター」の充実はもとより、地域と学校の協働体制が安定的に維持される組織づくりと、その
組織の中で様々な議論をリードし、組織を建設的に運営していく人材が必要。
→【新たな課題②】学校と地域が協働した組織づくり
●地域と連携した教育により、せっかく高校時代に地域との関係性を構築できても、地方には大
学がなく多くの高校卒業生は地域外へ転出してしまうため、高校卒業後に地域と関わる機会がな
くなってしまっている。また都市部での生活に適応することで精一杯になってしまい、一層地域
との関わりがなくなってしまっている。高校卒業後も地域との関わりが途切れないような仕組み
が必要である。
→【新たな課題③】高校卒業生（特に県外生）を高校や地域と結び付ける仕組みがない

●また、多くの生徒が高校になってはじめて地域での実践活動を行っている。地域との関わりに
関する各種調査でも、地域の人と関わる機会や行事への参加に関する指標は小学校より中学校が
低くなっている。高校での地域づくりへの参画や挑戦をより深いものにするためには、高校でい
きなり地域で挑戦するフィールドに飛び込むより、中学以前でも地域に触れる機会を設け、高校
での挑戦にしっかりと接続させる必要がある。
　（全国学力・学習状況調査）　＊いずれも全国数値　　ア）H30調査項目、イ）ウ）H31調査項
目
  ア)授業や課外活動で地域のことを調べたり、地域の人と関わったりする機会があったか：(小
６）74.4%→（中3)68.7%（▲5.7ポイント）
  イ）今住んでいる地域の行事に参加しているか：（小6）68.0%→（中3）50.6%（▲17.4ポイン
ト）
  ウ）地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることがあるか：（小6）54.5%→（中3）
39.4（▲15.1ポイント）
→【新たな課題④】中学以前に地域と関わる機会や実践活動の機会がない

【構造的な課題③】学校設置者（県、市町村）が異なることによる校種の壁（小中学校、高
校）、に対しては

＜これまでの取組・成果＞
●校種を超えた学校間の連携を総合調整する「統括プロデューサー」を配置し、「小中高統一カ
リキュラムの策定」「次代の担い手育成プログラムの策定」「幼稚園・保育所から高校までの教
員、保護者、地域住民が一緒に対話する場の設定」等が行われ、県内における幼保・小中・高の
連携が進んできた。

＜新たに見えてきた課題＞
●「魅力化コーディネーター」と同様に、校種間の連携が進めば進むほど、カリキュラムの接続
業務や意見交換会の場の設定など、調整業務が増えることになり、校種間の連携を効果的・継続
的に進めるためには「統括プロデューサー」という個人の力では限界も見えてきた。
●今後、校種間の連携をさらに発展させていくためには、校種の壁を越え、幼保小中高が一体と
なった組織づくりと、その組織の中で様々な議論をリードし、組織を建設的に運営していく人材
が必要である。
→【新たな課題②】学校と地域が協働した組織づくり

【構造的な課題④】児童・生徒の減少による弊害、に対しては

＜これまでの取組・成果＞
●児童・生徒数の減少に伴う「関係性の固定化」「価値観の同質化」「刺激や競争の不足」など
の弊害を打破するため、ICT環境を整備し、都市部や他地域、海外の高校や生徒との相互コミュニ
ケーションの場を創出したり、県外の意欲ある児童・生徒を積極的に受け入れる「しまね留学」
を実施してきた。
（ＩＣＴ環境の整備）
●ＩＣＴを活用した遠隔授業や国内外の他校との交流や多様な大人たちとの交流により、これま
での狭い人間関係では経験できなかった多様な価値観との出会いや、交流の拡大につながってお
り、引き続き、ＩＣＴを活用し国内外との交流を図り、子たちの多様性やコミュニケーション能
力の向上を図る。
●また、ITは地理的ハンデや・時間的制約を解消し得る手段であり、各自治体とも地方創生にお
ける成長分野として位置づけている。しかしながら、IT業界のみならず、製造業等でもIT技術人
材を求めるようになっており、IT人材の不足が全国的な問題となっている。
（ソフト系IT企業実体調査）島根県内のIT企業が不足と感じる技術者は313人、不足を感じるIT企
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（ソフト系IT企業実体調査）島根県内のIT企業が不足と感じる技術者は313人、不足を感じるIT企
業の割合は８割（島根県内のIT事業従事者数1,526人（R元））
●こうした地方産業の共通する切実なニーズに応えていくためには、先ず第一に子どもたち一人
ひとりが子どもの頃からICTに触れ、ICTに興味を抱く環境を整えていく必要がある。また、合わ
せて大学や地元ＩＴ企業等と連携を図りながら、地方の成長分野であるIT産業に安定的に人材が
供給される仕組みづくりを進めていく必要がある。
（しまね留学）
●県外に島根の魅力ある教育環境を積極的にPRしたことで、県外からの入学者数は増加した。
 ・県外の中学校から島根県の高校に入学した「しまね留学生」の人数：（H30年4月入学）179人
→（H31年4月入学）195人
●都市部の意欲高く、多様な価値観を持つ生徒を受け入れたことにより、次のような効果があっ
た。
　（地元生徒）狭い人間関係の中では経験できなかった多様な価値観との出会い、切磋琢磨を通
しての視野の広がり、交流の拡大やコミュニケーション力の向上、地域の良さや再発見による地
域肯定感の醸成
  （高校）生徒数が確保されたことによる学校の存続、意欲的な生徒の増加、部活動や学校行事
の充実・活性化
  （地域）地域活性化（大人のやる気増進、学校活動への参画意欲向上）や経済効果（消費額の
増加、財政効果）
●また、こうした生徒が卒業業後に地域の応援団として、その良さを全国に発信し、将来的な定
住・移住につながることも期待される。

＜新たに見えてきた課題＞
●一方、島根県単独のプロモーションでは限界が見えてきた。感度の高い一部の児童・保護者に
しか情報が届かず、全国での大きなうねりにはなっていない。地域の高校への進学が当たり前の
選択肢になることを目指し、地域進学の価値を高めるとともに、県外生徒募集のマーケットを広
げることが必要である。そのためには、進学先が選択できるよう様々な自治体の参画も必要であ
る。
→【新たな課題➄】島根県単独でのプロジェクト展開の限界

●都市部の意欲ある生徒の受け入れが進んだ反面、地方に高校に通う生徒の学力や進路希望が非
常に多様となった。しかしながら、採算性の面から地方には民間の学習塾や予備校がほとんどな
く、学校外で学力指導・生活指導等を受け、個人の学力・人間力等を伸ばす機会を得ることが総
じて難しい状況にある。こうした問題に対応するため、多くの地域では地方創生の視点から、地
域の多様な大人の協力を得ながら、地元の市町村が設置者の壁を越え、高校生を対象とした公営
塾を運営している。
●県外生徒募集の全国合同説明会においても、生徒・保護者から「学校外での学習環境（学力指
導・生活指導等）が整っていないと進学先の選択肢に入らない」との声が多数あるように、都市
部から生徒を受け入れ、人の流れを作り出すためには、公営塾など学校外での学習環境（学力指
導・生活指導等）の充実・強化が必要不可欠である。
→【新たな課題⑥】学校外での学習指導を受けられる機会がない

●地方進学生の増加に伴い、高校の寮が不足している状況にある。上記の学習塾等と同様に、採
算性の面から地方には民間のアパートや下宿がほとんどなく、地方進学生を受け入れる住環境が
整っていない。こうした不足する住環境に対応するため、多くの地域では地方創生の視点から、
地元の市町村が設置者の壁を越え、高校生を対象とした公営の寮を準備し、運営している。
●学校外の学習環境の充実と同様、県外生徒募集の全国合同説明会においても、生徒・保護者か
ら「安価で安心して生活できる住環境が整っていないと進学先の選択肢に入らない」との声が多
数あり、都市部から生徒を受け入れ、人の流れを作り出すためには、安全で安心して生活できる
公営の寮など住環境の整備が必要不可欠である。
→【新たな課題⑦】寮の不足

【構造的な課題➄】民間活力の活用を前提としない学校運営・経営の実態、に対しては
＜これまでの取組・成果＞
　●（一財）地域・教育魅力化プラットフォームや三菱UFJリサーチ＆コンサルティングと連携
し、価値の見える化「高校魅力化評価指標」を研究し開発。県内の高校で導入・実装し、本プロ
ジェクトのPDCAに活用してきた。
　●引き続き、地域づくり、学校経営・運営の場に（一財）地域・教育魅力化プラットフォーム
等の民間活力を活用し、プロジェクトを推進する。

上記を再整理すると、これまでの「構造的な課題」に加え、次の７点が「新たな課題」として見
えてきた。
　【新たな課題①】教員の人事異動等による中長期的な関与・コミットメントの困難さ
　【新たな課題②】学校と地域が協働した組織づくり
　【新たな課題③】高校卒業生（特に県外生）を高校や地域と結び付ける仕組みがない
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　【新たな課題③】高校卒業生（特に県外生）を高校や地域と結び付ける仕組みがない
　【新たな課題④】中学以前に地域と関わる機会や実践活動の機会がない
　【新たな課題⑤】島根県単独でのプロジェクト展開の限界
　【新たな課題⑥】学校外での学習指導を受けられる機会がない
　【新たな課題⑦】寮の不足
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４－２　地方創生として目指す将来像

【概要】

～中学卒業段階で地方への高校進学を日本の当たり前にする～

【背景・目的】

●右肩上がりの経済成長を続ける社会から、先行きの見えない時代へ社会は想像をはるかに超え
るスピードで変化している。
   こうした時代を生きてゆくこれからの子どもたちには、自分たちの力で未来を切り拓いていこ
うとする強い意志が求められている。

●そのためには、社会への感度があがる高校時代にどれだけ社会と接する機会を持ち、自分の意
志で挑戦を続け、自分の手で未来をつくる原体験を積み上げることが重要である。

●人口減少、過疎化、高齢化などにより、人・物・金がないなど課題先進地である地方には、自
分ごととして課題解決に挑戦できる機会が日常の中に溢れている。また、親や先生以外の地域の
様々な大人たちに囲まれ、ともに挑戦することを通して切磋琢磨できる機会も多い。

●多くの課題を抱えた地方という世界の先進地で、立場や世代を超えた多様な人々と、実社会の
縮図体験となる高校３年間を過ごせるよう、地域と高校の協働による魅力ある教育環境づくりに
取り組むことが大切である。

【これまでの取組・成果】

●島根県と県内14市町が連携し、地方創生推進交付金（横展開）を活用して「学校を核とした官
民協働による地方創生プロジェクト」を展開している。（計画期間：H30～R2）

（骨子）
○学校（教育）をテコ（レバレッジポイント）にした地方創生
 ・全国の自治体等と連携を図りながら、公教育の場への地域住民や民間団体等の参入を積極的に
促し、官民協働による学校を核とした次代の地方創生モデルを創出する
 ・この革新的な取組を、人口減少や少子高齢化、財政難といった日本の課題の超先進地である島
根から全国・海外へスケールアウト（拡散・増殖）させる
○県レベルでの取組として展開
・学校（教育）をテコにした地方創生は、島根県海士町のように全国の意志ある市町村において
散発的に行われてきた
・日本の公教育は教員の人事権等を含め県の責任と権限によるところが大きく、本プロジェクト
の政策効果が高まり、広がりあるものとなっていくためには、県として一歩踏み込んだ対応が求
められる
・こうしたことを踏まえ、県がリーダーシップを発揮しながら、県レベルでの取組として本プロ
ジェクトを展開する

●現プロジェクトの取組は、新たな地方創生モデルとして、「経済財政運営と改革の基本方針
（骨太方針）」や「まち・ひと・しごと創生基本方針」などに「地域振興の核としての高等学校
の機能強化」や「地方創生に資する高等学校改革の推進」として織り込まれてきた。

【今後のビジョン】

●現プロジェクトは、高校３年間に焦点をあてたものであったが、高校でいきなり地域で挑戦す
るフィールドに飛び込むより、中学以前でもそうした場に触れ、高校時代の取組にしっかり接続
させることが必要である。また、高校卒業後も、地域・企業との共創機会を地域内外の関わりの
中でもつことで、濃い関係人口に結び付け、その後の地方創生を担う人づくり、新たな若者の流
れづくりにつなげていく。

●また、こうした取組の情報を都市部へ届けるためには、現プロジェクトの連携自治体（島根県
及び県内14市町）である地方の１県だけでは、情報の伝達やプロジェクトの展開に限界がある。
（一財）地域・教育魅力化プラットフォームが主催する「地域みらい留学」 等を通じて、全国各
地で、高校を核とした地方創生の取組が始まってきた。こうした自治体と連携し、一体となって
プロジェクトを 推進することで、全国での大きなうねりにつなげる。
 
●中学以前の取組や高校卒業後の取組を加え深化・高度化させたプロジェクトを、全国の自治体
間で共学共創することで全国・海外へスケールアウト（拡散・増殖）させ、高校を核とした新た
な人づくり・人の流れづくりを実現させる。
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【数値目標】

５ 地域再生を図るために行う事業

５－１　全体の概要

５－２の③及び５－３のとおり。

５－２　第５章の特別の措置を適用して行う事業

○　地方創生推進タイプ（内閣府）：【Ａ３００７】

①　事業主体

２に同じ。

②　事業の名称

264.00

10.00

ＫＰＩ④

356.00

197.00

635.00

430.00

120.00

9.00

455.00

8.00

高校を核とした新たな人づくり・人の流れづくりプロジェクト

ＫＰＩ④

2,725.00

1,803.00

765.00

な人づくり・人の流れづくりを実現させる。

単位

単位

ＫＰＩ③

ＫＰＩ②

ＫＰＩ①
「高校を核とした関係人口」の数
（＝地域みらい留学生徒数＋卒業後も地元に関わった大学生・社会人数＋地域外からの高校へ
の応援者数）

「都市部での地方高校全国説明会」参加者数

「地域課題解決学習全国大会」エントリープロジェクト件数

人

ＫＰＩ①

ＫＰＩ③

ＫＰＩ②

819.00

567.00

200.00

38.00

616.00

6.00

団体

件数

人

単位

単位

「共学共創ネットワーク」参加自治体・学校数

事業開始前
（現時点）

2022年度
増加分

（３年目）

2023年度
増加分

（４年目）

2021年度
増加分

（２年目）

2020年度
増加分

（１年目）

ＫＰＩ増加分
の累計

250.00

154.00

2024年度
増加分

（５年目）

5.00

30.00

200.00

55.00

292.00

2,093.00

2,360.00
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③　事業の内容

1.地方の魅力的な教育環境を全国の先駆的な自治体と一体となって都市部へ届けることで、
地域の高校留学という選択肢をつくる
【地域みらい留学】

　地方の高校進学の推進に向けて、都市部の学校への網羅的なチラシ配布・WEB広告・メ
ディア掲載・学習塾ネットワークへの告知・　地域留学卒業生及び保護者からの口コミ等に
よるプロモーションを実施。　さらなる興味喚起に向けて、都市部において、中学生親子が
全国の地域留学在校生・卒業生・保護者の生の声を聞くことができる全国合同説明会を開催
する。

(1)地方の魅力ある教育環境や受入体制について都市部等へのプロモーションを展開
　・チラシ・パンフレットの作成、WEBページの作成、PR動画の作成等
(2)都市部等で中学生親子に向けた合同説明会「地域みらい留学フェスタ」を開催
　・(一財)地域・教育魅力化プラットフォームが東京、大坂、名古屋、福岡で開催する「地
域みらいフェスタ」への開催負担金等
　・フェスタでは、地方の学校説明ブースや、「生徒が語る地域みらい留学」「保護者が語
る地域みらい留学」セミナー等を実施
(3)都市部等の中学生親子を対象にした各高校での学校説明会・個別説明会を実施
　・都市部等の中学生親子を対象に各高校で実施する説明会等の経費（会場使用料、広報宣
伝費等）
　・都市部の中学生親子が各高校を回るためのバスの借上げ経費等

2.高校と地域の協働により魅力ある教育環境をつくる 【高校×地域】

　公教育の場へ多様なセクターの参入を積極的に促し、「高校と地域の協働による魅力ある
教育環境づくり」を展開する。
　地域で挑戦する子どもたちの裾野を中学以前まで広げ、高校時代の取組にしっかりと接続
させる。
　合わせて、こうした取組を推進する教員の時間の確保や地域外生徒の受入環境の整備など
プロジェクト推進を支える環境を整える。

(1)高校と地域の協働体制「魅力化コンソーシアム」を構築・運営、そこでの調整役として
「コンソーシアムマネージャー」を配置
　・「魅力化コンソーシアム」とは、地域の住民や市町村、小 ・中学校、社会教育機関、
地元企業等多様な主体が参画し、魅力ある高校づくり取り組む協働体制
　・「魅力化コンソーシアム」において、地域の子供たちにどのように育ってほしいのか、
何を実現していくのかという目標やビジョンを、主体的・創造的な対話を行いながら協働で
策定
(2)地域と高校をつなぐことに特化した人材や専門スキル・ノウハウを持つNPO法人等を「魅
力化コーディネーター」として配置
　・専門人材の雇用又はNPO法人等への委託
　・「魅力化コーディネーター」とは、高校における教育や教育環境をより魅力あるものと
するため、学校内（生徒、教員、授業、部活動、学校行事等）と学校外（地域内外の教育資
源、行政、大学、NPO、メディアなど）をつなぎ、効果的な学習活動を創出する役割を担う
者
(3)地域住民の参画による課題先進地域をフィールドとした最先端の地域課題解決型学習、
ふるさと教育やキャリア教育を実施
　・生徒が地域に出て、多様な大人とともに学び、課題解決や地域づくりに参画・挑戦
　・地域への愛着や誇りを育むとともに、地域の課題を解決する学びの視点や手法を身に付
けさせる
（事業内容）
　①高校生が地域づくりに参画・挑戦する「地域課題解決型学習」や「多世代対話型交流学
習」、「大学企業連携事業」、「グローバルな視点からの課題解決型学習」の実施
　②高校生による地域での就業観を醸成する「インターンシップ」の実施
　③高校での地域との協働による学びにしっかり接続し、より充実してくため、小中学校で
の「ふるさと/キャリア教育」の推進
(4)(3)の成果発表の場として「地域課題解決学習全国大会」や各地域で学び合いの場を創出
(5)都市部や海外等の生徒との相互コミュニケーションの場の創出や、地域の将来を担うIT
人材の育成のためのICT環境を整備
　・Wifi環境整備、タブレット端末・PCリース、ICT支援員の配置、教職員研修等
(6)放課後等を利用し、地域の多様な大人が関わりながら、幅広い学力層の生徒の学習機会
を提供（「公営塾」）
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　・教科指導のみならず、地域住民の参画を得ながらキャリア教育やプロジェクト学習も実
施
　・一部地域では公共交通機関が不便なため、遠方の生徒への送迎用バスの運行が必要
(7)地域との協働に取り組む教員をサポートする事務スタッフを高校に配置
　・教員の地域と関わる時間を確保し、地域との連携体制の構築や、地域と連携した活動を
しっかりと推進
(8)地域・学校・行政が連携し地域外生徒を受入れる体制を整備
　①市町村の交流・研修施設等の地域資源を最大限に活用した寮の運営
　②地域外生徒が地域に適応できるよう指導員等の配置により受入れ態勢を整備
(9)高校や地域の個性に応じた魅力と特色ある教育活動を応援するための財源「地域ファン
ドレイズ」の検討・導入
　・交付金対象期間終了後の各地域での自立的・主体的なプロジェクト推進のために、必要
な経費を社会から募る地域ファンドレイズ等の手法を検討・導入

3.高校卒業生が地域と関わり続ける仕組みをつくる 【卒業生関係人口化】

　高校卒業生が、進学や就職を機に地域を飛び出した後も、母校や地域に関わり続けるため
の機会やコミュニティをつくり、将来的な人材還流や濃い関係人口にしていくための仕組み
をつくる。

(1)地域内外大学生・社会人との共創「若者共創キャンプ」を実施
　・地域内外の大学生・社会人が、世代や立場を超えて、地域の未来をよりよくしていくア
イデアやアクションプランを検討・実行を通じてよりよい地域の未来をつくる担い手の育
成・挑戦機会の提供
(2)地域企業・自治体との共創「事業・政策共創コンテスト」を実施
　・地域の企業と連携して実践的に経営課題に挑戦する“実践型インターンシップ”の実施
　・地域の課題を見つけ、新たな事業にチャレンジする若者の事業立案や自治体の未来に必
要な政策を立案するコンテンスト等の開催
(3)地域出身者の高校卒業後の居場所「卒業生コミュニティ」を運営
　・地域出身者の高校卒業生が、地域を離れても関わり続けるための機会や仕組みをつくる
ための卒業生のネットワーク、卒業生コミュニティの構築
(4) 人づくりの拠点となる公民館や大学等と連携し大学生や若者が地域活動に主体的に参画
できる機会を創出
　・子ども達の地域での主体的な活動と大学生や大人たちの支援活動のモデルづくり
　・「子どものふるさと活動」を支援する活動を通して、大学生・若者が地域とつながり続
ける体制や活動モデルづくり
　・「子どもふるさと活動」モデルづくり等を行うための事業推進や関係者等への支援を行
う人材の配置
(5)地域での就職活動を支援する「ふるさと就活」を推進
　・地域の企業が学生にリーチするための情報発信ツール(アプリ等)の開発
　・地域の企業が魅力を発信するための合同説明会等の開催
　・地域で働く大人に出会うためにOB・OG訪問するための仕組みづくり
(6)高校卒業後に地域での挑戦を応援する「チャレンジファンド」の準備・立上げ
　・高校卒業後に地域と関わり、地域での挑戦を応援するための仕組みとしてのチャレンジ
ファンドの構築

4.共学共創により全国へスケールアウトさせる
(1)「高校魅力化評価指標」を導入・実装することで地域と連携した取組の価値を見える化
し、全国の自治体へ価値を発信
　・「高校魅力化評価指標」とは、三菱UFJリサーチ＆コンサルティングと（一財）地域・
教育魅力化プラットフォームが共同開発した、生徒の「主体性」「協働性」「探求性」「社
会性」の変容具合を数値化したもの
　・各高校で導入し、各高校での取組の価値を数値化し、全国に向けて展開
(2)「地域みらい留学」「地域×高校」「卒業生関係人口化」の実践を磨く全国規模の研
修・交流会を開催
　・「地域みらい留学フェスタ」と同時開催（経費はフェスタ開催負担金に含まれている）
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④　事業が先導的であると認められる理由

【自立性】

●当面は、地域と学校が連携して取組を進める体制づくりの初動経費として交付金を活用。
計画期間中に地域側の気運醸成、意識浸透を図りながら、各自治体で事業費を確保する（各
自治体における本プロジェクトの優先順位を高める）とともに、本プロジェクトに係る経費
を行政サービスに必要なコストとして基準財政需要額に組み入れてもらうなど、国の所管省
庁に制度創設、財政支援等を働きかける。
●各地域での自立的・主体的なプロジェクトの推進のために、地域ファンドレイズなどの手
法により、必要な経費を社会から募る。
●プロジェクトの効果的な推進（経費の削減）のため、専門的な知識のある民間団体と連
携・役割分担し、民間団体のノウハウを最大限に活用する。
●こうした取組により、各地域における本プロジェクトの推進体制を確立するとともに、各
地域の推進体制を全国レベルでつなぐ中間支援団体が育つような工夫をしていく。
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【官民協働】

【地域間連携】

●民間活力が最大限に活用される体制を構築
　・官民が対等な立場で協議する機会（コミュニティ、研修・交流会）を設け、プロジェク
トの方向性や発生した課題を議論
　・各地域では、地域・企業・学校・行政で構成される官民による協働体制「魅力化コン
ソーシアム」を組織し、地域におけるビジョンの策定や取組を推進

●市町村は、それぞれの地域の実情に応じて取組を推進。その中で生じる課題を抽出
●県は、市町村の事業推進を伴走するとともに、事業推進にあたり支障となる課題を解決す
るため、官民が対等な立場で協議する場を設置
●学校設置者の壁を越え県と市町村がパートナーシップを締結
●各地域の推進体制を全国レベルでつなぐ中間支援組織を育てる
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【政策・施策間連携】

【デジタル社会の形成への寄与】

●地域の未来を担う人づくり・地域への新たな若者の流れづくり
　　自分たちの生まれ育った地域の価値について子どもの頃から学ぶ活動や移住・定住の促
進により、地域に愛着と誇りを持ち、将来の地域を支える人材を育て、地方創生につなげ
る。

取組①

２．(5)都市部や海外等の生徒との相互コミュニケーションの場の創出や、地域の将来を担
うIT人材の育成のためのICT環境を整備
　 ●Wifi環境整備、タブレット端末・PCリース、ICT支援員の配置、教職員研修等
　   　・ICT支援員人件費・活動費
　　   ・教員研修講師謝金・報償費・旅費
　　   ・Wifi環境等整備費
　　   ・タブレット端末・PC・大型提示装置リース料・使用料・通信料・ライセンス料等

理由①

都市部と比較すると、専門人材や先進的な資源が少ない、人間関係が狭いなどといった課題
がある地方において、ICTを活用し、遠隔授業の実施や国内外の高校・多様な大人たちとの
交流の機会を設ける事で、これまでの狭い人間関係では経験できなかった多様な価値観との
出会いや、交流の拡大に繋げ、生徒の多様性やコミュニケーション能力の向上を図ることが
できる。
また、近年はIT企業のみならず、製造業等でもIT人材が求められる風潮があり、こうした地
方産業に共通する切実なニーズに応えていくためには、まず第一に子どもたち一人ひとりが
ICTに触れ、ICTに興味を抱く環境を整えていく必要がある。これらの取組を推進していくた
めに、ICT端末の整備や専門人材の配置等を行う。

取組②

該当なし。

理由②

該当なし。
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⑤　事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標（ＫＰＩ））

４－２の【数値目標】に同じ。

⑥　評価の方法、時期及び体制

毎
年
度

9

【検証方法】 【外部組織の参画者】 【検証結果の公表の方法】

外部有識者を含めた
第三者委員会を設置
し、事業終了後に
個々の事業について
PDCAサイクルによる
検証を実施する。
　・事業内容、ＫＰ
Ｉの進捗
　　状況等を説明
　・委員からの意見
聴取
　・検証結果を予算
に
　　反映

総合戦略策定時の
「島根県総合開発審
議会」と同じ構成委
員（具体的には以下
の委員を予定）
【産業】
　県農業協同組合、
県森林組合連合会、
海士町漁業協同組
合、県商工会議所連
合会、県中小企業団
体中央会
【行政】
　県市長会、県町村
会
【大学】
　島根大学
【金融機関】
　山陰合同銀行
【労働】
　日本労働組合総連
合会島根県連合会

第三者委員会は公開に
て開催し、結果等を県
ホームページに掲載す
る。

島根県立大学教授、
浜田市教育委員、浜
田商工会議所、石央
商工会、浜田金融
会、浜田市社会福祉
協議会、島根県農業
協同組合、漁業協同
組合JFしまね浜田支
所、社団法人浜田青
年会議所、浜田女性
ネットワーク、各地
区地域協議会、NPO法
人浜田おやこ劇場、
石見ケーブルビジョ
ン、公募委員　など

市ホームページに掲載
する。

月

外部有識者を含めた
審議会等を開催し、
個々の事業につい
て、PDCAサイクルに
よる検証を実施す
る。

島根県浜田市
毎
年
度

7

月島根県

【地方公共団体名】
【外部組織による検証】

【検証時期】

該当なし。

理由③

該当なし。

取組③
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市ホームページに掲載
する。

市ホームページに掲載
する。

毎
年
度

9

1.市長を本部長とす
る江津市まち・ひ
と・しごと創生推進
本部（内部組織）に
より、前年度ＫＰＩ
の実績値等を下に、
内部評価を行う。
2.内部評価の結果を
外部有識者で構成す
る江津市まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略審議会に示し、
外部の視点で再評価
を行い、答申書が市
長へ提出される。
3.内部評価と外部評
価を踏まえ、事業の
見直し等を行う。

【産】
今井産業㈱代表取締
役社長
【学】
島根県立大学地域政
策学部教授
【金】
山陰合同銀行江津支
店長
【言】
ローカルジャーナリ
スト
【官】
島根県
【民】
ＮＰＯ法人ちゃいる
どりーむ（子育てサ
ポートセンター）事
務長

市ホームページで掲載
する。

島根県江津市 月

島根県益田市
毎
年
度

6

8 月

市民代表や各種団体
等で構成する「大田
市総合戦略等推進会
議」において、事業
が適切に実行されて
いるか、評価検証を
行う。

商工団体、農林水産
関係団体、金融機
関、高校、労働団
体、青年団体、ＰＴ
Ａの代表
など

月

検証のため、審議会
を1回開催する。
この審議会に、各事
業の担当課（担当
者）を同席させ、事
業の詳細な内容等に
ついて説明させ、検
証を実施する。

【産業】
　経済同友会石西支
部、益田商工会議
所、島根県農業協同
組合推薦農業者
【行政】
　益田労働基準監督
署
　島根県西部県民セ
ンター
【大学】
　島根県立大学
【金融機関】
　山陰合同銀行益田
支店
【労働】
　連合島根益田地区
会議
【言論】
　山陰中央新報社西
部本社

毎
年
度

島根県大田市
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町ホームページに掲載
する。

毎
年
度

【住民】
子育て世代
住民の代表者
ＵＩターン代表者
町内企業代表
【産業】
奥出雲町商工会
【官】
島根県中山間地域研
究センター
【学】
横田高校
【金融】
山陰合同銀行
【労働】
ハローワーク雲南
（公財）ふるさと島
根定住財団

町広報誌、町ホーム
ページに掲載する。

商工団体、金融機
関、教育、労働団
体、ＰＴＡ、報道関
係など

市ホームページに掲載
する。

島根県雲南市
毎
年
度

6 月

庁内推進体制におい
て事業評価を行うと
ともに、外部有識者
（地域づくり、産
業、福祉、教育、報
道、金融機関等）で
構成する
第３者委員会（雲南
市総合計画推進委員
会：Ｈ27.4.1条例施
行）により検証・見
直しを実施する。

【市民】
雲南市地域自主組織
連絡協議会
【学識経験者】
島根大学
【産業】
雲南市商工会
【教育】
雲南市校長協議会
【福祉】
雲南市社会福祉協議
会
【金融】
山陰合同銀行
【労働】
連合島根
【報道】
山陰中央新報社
【市長が適当と認め
る者】
第２次雲南市総合計
画策定委員

6

外部有識者を含めた
第三者委員会を設置
し、ＰＤＣＡサイク
ルによる検証を実施
する。
検証結果は庁内で共
有し、次年度の事業
改善等に繋げる。

川本町副町長・川本
町議会産業建設委員
長・川本町商工会
長・島根中央高校
長・川本町連合婦人
会長・川本小学校PTA
会長　等

月島根県川本町

島根県奥出雲町
毎
年
度

5

事業終了後に、設定
したＫＰＩの達成状
況により検証を行
う。
　・ＫＰＩ目標と当
該年度の成果を比較
　・委員からの意見
聴取
　・検証結果を予算
に反映
　・委員等からの意
見により、事業内容
を修正

島根県飯南町
毎
年
度

8 月

町ホームページに掲載
する。

町民代表や各種団体
等で構成する「飯南
町まち・ひと・しご
と創生推進会議」に
おいて、評価検証を
行う。

月
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9 月

第2次総合振興計画に
より「第2期隠岐の島
町まち・ひと・しご
と創生総合戦略」の
内容を兼ね備えると
している。
第2次総合振興計画に
より重要業績評価指
標（ＫＰＩ）を設定
し、企画・実施・評
価・改善のＰＤＣＡ
サイクルを通じた評
価を毎年度実施。
評価・検証は、隠岐
の島町総合振興計画
審議会により行う。

隠岐の島町総合振興
計画審議会委員

公共的団体の役員及
び職員、学識経験を
有する者、公募に応
じたもの

町ホームページ等に掲
載する。

郵便局長、社会福祉
協議会事務局長、町
長、教育長、島根県
中山間地域研究セン
ター、島根大学、山
陰合同銀行、島根中
央信用金庫、JP労
組、山陰中央新報社

町ホームページ等に掲
載する。

島根県津和野町
毎
年
度

9 月

津和野町総合振興計
画等審議会において
評価・検証する。

津和野町総合振興計
画等審議会委員

住民代表（子育て、
移住・定住等）、農
業、商工、建設、観
光、福祉、医療、
NPO、教育

町ホームページに掲載
する。

島根県邑南町
毎
年
度

6 月

邑南町版総合戦略を
策定する際に立ち上
げた「邑南町版総合
戦略有識者会議」に
おいて、事業実施状
況及び実績の報告を
行い、改善点を議論
し、検証する。

島根県隠岐の島町
毎
年
度

毎
年
度

8 月

町民代表や各種団体
等で構成する外部委
員会において、評価
検証を行う。

商工団体、金融機
関、教育、労働団
体、ＰＴＡ、報道関
係など

6 月

毎
年
度

9

令和2年3月に策定し
た「第二期海士町創
生総合戦略・人口ビ
ジョン」に掲げる各
施策及び重要業績評
価目標（ＫＰＩ）の
実施・達成状況につ
いて調査分析し、Ｐ
ＤＣＡによる事業の
改善や柔軟な見直し
について提言する会
議を設置し、検証を
実施する。

上記会議を官民共同
で設置し、農業・漁
業、観光、福祉等の
関係者を交えて組
織。外部から有識者
（大学関係者）を招
くとともに、データ
分析や自立性の検
証、広報による波及
効果の議論を行う際
に、必要に応じて地
元金融機関・メディ
ア関係者等の参画を
要請。

町ホームページ等に掲
載する。

吉賀町まちづくり委
員会において、各実
施事業の実施状況・
実績を報告し、重要
業績評価目標（ＫＰ
Ｉ）の達成度合と今
後の方向性について
検証する。

農業者、商工団体、
企業、金融機関、教
育、労働団体、報道
関係者、住民代表
等

町ホームページ等に掲
載する。

島根県海士町

島根県吉賀町 月

毎
年
度

島根県美郷町

町ホームページに掲載
する。
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奥尻町総合戦略策定
委員会により、達成
度・進捗度等を検証
し、必要に応じて見
直しや改善を図る。

奥尻町女性三団体連
合会会長・檜山漁業
協同組合理事・
（株）奥尻ワイナ
リー常務取締役・奥
尻町副町長・特別養
護老人ホームおくし
り荘施設長・北海道
奥尻高等学校長・道
南うみ街信用金庫奥
尻支店長・奥尻町観
光協会事務局長・檜
山漁業協同組合奥尻
潜水部会長

奥尻町広報誌及びＨＰ
で公表する。

北海道奥尻町
毎
年
度

9

岩手県遠野市

北海道大空町

月

毎
年
度

9

大空町まち・ひと・
しごと創生会議にお
ける事業終了後に
個々の事業について
PDCAサイクルによる
検証を実施
事業内容、KPIの進捗
状況等を説明。
委員からの意見聴
取。
検証結果を事業に反
映

女満別町農業協同組
合・大空町建設業協
会・オホーツク大空
町観光協会・大空町
商工会青年部・大空
町社会福祉協議会・
大空町小中学校校長
会・東京農業大学生
物産業学部・大空町
生涯学習奨励員・網
走信用金庫女満別支
店・北海道新聞北見
支社・大空町自治会
女性部連絡協議会・
大空町児童クラブ保
護者と先生の会

毎
年
度

8 月

遠野市総合計画審議
会において、事業終
了後にＰＤＣＡサイ
クルによる検証を実
施する。
・事業内容、ＫＰＩ
の進捗状況等を説明
・関係機関団体の役
員又は職員及び識見
を有する者からの意
見聴取
・検証結果を予算に
反映

結果等を市ホームペー
ジに掲載する。

月
毎
年
度

9

村・村教委・高校の
三者による検証を実
施し、検証結果を予
算に反映させる。

村教委：教育委員
高校：学校運営委

村及び高校HP等で公表
する。

ホームページで公表す
る。

遠野ひまわり基金法
律事務所、遠野市郷
土芸能協議会、遠野
市消防団、遠野市ふ
るさとづくり市民会
議、遠野市地域婦人
団体協議会、遠野市
金融団、遠野地方森
林組合、遠野市食生
活改善推進員団体連
絡協議会、一般社団
法人遠野市医師会、
遠野市体育協会、一
般社団法人遠野市医
師会、遠野市体育協
会、一般社団法人遠
野青年会議所、花巻
農業協同組合、一般
社団法人遠野市教育
文化振興財団、株式
会社遠野テレビ、遠
野商工会、遠野市校

月

北海道音威子府村
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ホームページにより公
表

町総合計画策定員会
において、ＫＰＩの
進捗状況を説明し、
事業内容の検証と随
時の見直しを行う。

毎
年
度

【学校】東蒲原郡校
長会、教頭会
【産業】阿賀町観光
協会
【大学】新潟大学

月

第三者委員会は公開に
て開催し、結果等を県
ホームページに掲載す
る。

町ホームページに掲載
し公表する。

月

・外部有識者を含め
た第三者委員会を設
定し、個々の事業に
ついてのPDCAサイク
ルによる検証を実施
する。
・事業内容、KPIの進
捗状況等を説明
・委員からの意見聴
取
・検証結果を予算に
反映

福島県金山町

町議会の関係特別委
員会による検証
・事業内容、KPI の
進捗状況等を説明
・委員からの意見聴
取
・検証結果を予算に
反映
事業終了後、個々の
事業について PDCA
サイクルによる検証
を実施する。

新潟県阿賀町

商工会、建設業関係
者、農業関係者
東邦銀行
ラジオ福島
社会福祉協議会
行政書士
教育委員会、県立高
校
一般住民　等

第三者委員会は公開に
て開催し、結果等を町
ホームページに掲載す
る。

福島県只見町
毎
年
度

9

町教育委員会
町観光協会、町商工
会
町づくり関係団体
静岡大学連携予定

9

9
毎
年
度

外部有識者を含めた
第三者委員会を設置
し、事業終了後に
個々の
事業についてPDCAサ
イクルによる検証を
実施する。
・事業内容、KPIの進
捗状況等を説明
・委員からの意見聴
取
・検証結果を予算に
反映

福島県、福島大学教
授、町商工会、東邦
銀行、各々

関係特別委員会は公開
にて開催し、結果等を
只見町広報、ＨＰに掲
載する。

月

静岡県川根本町
毎
年
度

9 月

岩手県葛巻町
毎
年
度

8 月

外部有識者による教
育行政評価委員会を
設置し、事業終了後
に個々の事業につい
てPDCAサイクルによ
る検証を実施する。
　・事業内容、ＫＰ
Ｉの進捗状況等を説
明
　・委員からの意見
聴取

葛巻町教育委員会、
教育行政関係者、幼
児教育関係者、保護
者、住民代表
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検証後、速やかに町
ホームページで公表す
る。

滋賀県甲賀市
毎
年
度

9 月

毎年度、進行管理の
ヒアリングと3月末時
点のKPI達成状況を総
合政策部政策推進課
が取りまとめ、立命
館大学の教授を始め
とする産官学金労の
関係者などで構成す
る「甲賀市総合計画
審議会」や議会の関
与を得ながら検証報
告をまとめます。ま
た、必要に応じて総
合戦略の改定時期や
総合計画の実施計画
に反映します。検証
結果は市ホームペー
ジで公表します。

立命館大学教授、滋
賀銀行、甲賀市商工
会、起業者、甲賀流
忍術研究会、主婦な
どで構成する甲賀市
総合計画審議会によ
り、国への実績（内
容・指標）をもとに
６月頃検証を行いま
す、また、検証作業
には甲賀市版総合戦
略や総合計画実施計
画の進捗管理状況を
合わせて示すこと
で、甲賀市総合計画
審議会が変更が必要
と判断された場合に
ついては、庁内での
議論を経た上で事業
の変更を行います。

市ホームページに掲載
し公表する。

和気商工会、地元企
業代表、住民代表、
地元大学、地元高
校、金融機関、和気
公共職業安定所、地
元テレビ局等

兵庫県香美町 月

岡山県和気町
毎
年
度

7 月

産官学金労言等の外
部専門家を含めた第
三者委員会「和気町
まち・ひと・しごと
創生有識者会議」
で、事業の実績につ
いて効果検証を行
い、頂いた意見等を
参考にして、次年度
以降の事業内容を見
直す。

行政委員会（教育委
員会、農業委員
会）、
連合自治会、商工
会、香美町観光連絡
協議会、
但馬漁業協同組合、
香住水産加工業協同
組合、
識見を有する者、公
募による者

奈良県五條市
毎
年
度

8 月

人口ビジョン及び総
合戦略策定時の平成
27年7月に設置した
「五條市まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略推進懇話会」に
おいて、事業内容な
どについて検証及び
見直しを行う。

【産業】
奈良県農業協同組合
五條支店、五條市森
林組合、五條市商工
会、五條市観光協会
【官公庁】
五條市副市長、五條
市教育長、五條市議
会
【大学】
帝塚山大学
【金融機関】
南都銀行五条支店
【言論】
奈良テレビ放送株式
会社
【その他】
五條市自治連合会、
五條市元気なまち創
造懇話会、五條市PTA
連合会

毎
年
度

9

外部有識者を含む香
美町総合計画審議会
（委員21人）で、
KPI数値の推移及びそ
の原因分析を踏ま
え、個々の事業に
ついてPDCAサイクル
による検証を行い随
時見直し等を検
討する。

市ホームページにて公
表る。

町ホームページにて公
表する
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広島県大崎上島町
毎
年
度

3 月

毎年度末に、大崎上
島町総合戦略会議で
実施。事業内容、KPI
の進捗状況説明、委
員からの意見聴取等
を行う

毎
年
度

9

住民代表及び産金報
学で構成する「久万
高原町総合戦略推進
会議」においてPDCA
による検証を行う。

【久万高原町総合戦
略推進会議構成員】
久万高原町PTA連合会
長、松山市農協久万
支所長、久万広域森
林組合帳、久万高原
町社会福祉協議会
町、久万高原町商工
会町、伊予銀行久万
支店長、愛媛銀行久
万支店長、松山東雲
女子大学教授、愛媛
新聞社営業局営業開
発副部長、松山公共
職業安定所長

【住民組織等】
大崎上島町議会、大
崎上島町連合区長会
【産業団体】
大崎上島町商工会、
大崎上島町観光協
会、広島ゆたか農業
協同組合
【教育機関】
広島商船高等専門学
校、大崎上島町PTA連
合会母親代表部会
【金融機関】
広島銀行木江支店、
もみじ銀行大崎支店
【労働機関】
ハローワーク竹原
【マスコミ】
フリーアナウンサー
【学識経験者】
長尾ひろみ、取釜宏
行

鹿児島県南大隅町 月

愛媛県久万高原町 月

毎
年
度

9

久万高原町総合戦略推
進会議における検証の
後、速やかに町ホーム
ページ及び町広報誌に
より公表する

【産業】町商工会
長・農業協同組合南
部総括支所長・漁業
協同組合組合長・岬
漁業協同組合組合
長・森林組合南大隅
支所支所長・認定農
業者協働会長・観光
協会長
【行政機関】農業委
員会長・町長
【教育機関】小中学
校長会代表・南大隅
高等学校校長・社会
福祉法人栄光会代表
【金融機関】鹿児島
銀行大根占支店長
【労働団体】ハロー
ワーク鹿屋所長
【住民】自治会長連
絡協議会長・地域女
性会連絡協議会長・

HPにて公表する。

毎年末の総合戦略会議
は公開にて開催。ま
た、最終年度の検証結
果は町ホームページに
て掲載予定

PDCAサイクルを用い
て行う。外部有識者
等で構成する南大熊
町まち・ひと・しご
と創生推進会議でKPI
の検証を行い、必要
に応じて町総合戦略
の見直しを実施す
る。
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【産業】住田町商工
会、住田フーズ株式
会社
【福祉】住田町社会
福祉協議会
【地域】一般社団法
人SUMICA代表理事
【学校】住田町立住
田中学校校長、岩手
県立住田高等学校校
長・副校長、住田高
校教育振興会会長、
各学校PTA会長
【行政機関】町長、
教育長

会議は、公開により開
催し結果等をホーム
ページに掲載する。

7

ＰＤＣＡサイクルに
位置付ける外部有識
者や町民の代表者か
ら構成される、大槌
町総合計画評価委員
会において効果検証
を実施する。

大槌町教育委員会教
育委員、新おおつち
漁業協働組合組合
長、新おおつち魚市
場仲買人組合組合
長、花巻農業協同組
合大槌地区担当理
事、大槌商工会会
長、大槌町社会福祉
協議会会長、大槌町
観光交流協会会長、
釜石医師会副会長、
釜石地区交通安全協
会大槌支会会長、大
槌町連合婦人会会長

町ホームページにて公
表する。

岩手県花巻市
毎
年
度

6

HPにて公表する。

毎
年
度

7

住田高校魅力化推進
会議において、個々
の事業についてＰＤ
ＣＡサイクルによる
検証を実施する。
・事業内容や進捗状
況等を説明。
・住田高校魅力化推
進会議構成団体等か
らの意見聴取。
・検証結果を予算に
反映。

月

月

岩手県住田町 月

毎
年
度

岩手県大槌町

鹿児島県屋久島町
毎
年
度

5 月

外部有識者を含めた
第三者委員会及び町
議会等で、PDCAサイ
クルによる検証を実
施する。

屋久島町商工会、屋
久島町区長連絡協議
会、デイリーイン
フォメーション九
州、鹿児島銀行屋久
島支店、屋久島道の
駅観光株式会社、第
一工業大学、屋久島
町議会、屋久島観光
協会、屋久島町職員
労働組合、鹿児島県

・外部有識者を含め
た「花巻市まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略有識者会議」に
おいて、個々の事業
のPDCAサイクルによ
る検証を実施する。
・事業内容、KPIの進
捗状況等を説明
・委員からの意見聴
取
・検証結果を予算に
反映

〔産業〕
・花巻農業協同組合
代表専務理事
・花巻商工会議所会
頭
・花巻工業クラブ
・一般社団法人花巻
観光協会長
・公益社団法人花巻
青年会議所理事長
〔行政〕
・県南広域振興局経
営企画部特命課長
〔教育〕
・学校法人富士大学
副学長
・公立大学法人岩手
県立大学特任教授
・岩手県高等学校長
協会花巻支会長
〔金融〕
・岩手銀行花巻支店

町ホームページにて公
表する。
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7 月

地域住民代表、学校
関係者、学識経験者
等で構成する「白馬
高等学校運営協議
会」においてPDCAに
よる検証を行う。

地域住民代表・地域
学校協働活動推進
員・白馬高等学校PＴ
Ａ保護者・学識経験
者・白馬高等学校
長・関係行政機関

山形県小国町
毎
年
度

9 月

白い森みらい創生委
員会において、各実
施事業の実施状況・
実績を報告し、重要
業績評価目標（ＫＰ
Ｉ）の達成度合とＰ
ＤＣＡサイクルによ
る検証を行う。

【産業】小国町商工
会会長・小国町観光
協会会長・小国町森
林組合代表理事常
務・クアーズテック
（株）小国事業所
長・日本重化学工業
（株）小国事業所
長・小国町建設業組
合組合長・（株）小
国いきいき街づくり
公社代表取締役・
（有）白い森よこね
物産品直売所代表取
締役・おぐに白い森
（株）代表取締役
【学識経験者】関西
学院大学専門職大学
院講師
【金融】山形銀行小
国支店長・山形中央
信用組合小国支店

町ホームページにて公
表する。

岩手県九戸村
毎
年
度

9 月

広島県北広島町 月

広域連合・一部事務組合白馬山麓事務組合
毎
年
度

毎
年
度

6

村ホームページにて公
表する。

組合のホームページに
て公表する。

町ホームページにて公
表する。

岩手県立伊保内高等
学校振興会により、
達成度・進捗度等を
検証し、必要に応じ
て見直しや改善を図
る。

　九戸村長・九戸村
議会議長・九戸村教
育委員・九戸村議総
務教育民生常任委員
長・九戸村教育長・
伊保内高校同窓会
長・九戸村ＰＴＡ連
合会長・伊保内高校
を勝手に応援する
会・総務企画課長・
伊保内高校部活動後
援会長

外部有識者を含めた
第三者委員会を設置
し、事業終了後に
個々の事業について
PDCAサイクルによる
検証を実施する。

【産業】
広島北部農業協同組
合千代田支店、安芸
北森林組合北広島事
務所、北広島町商工
会
【教育機関】
北広島町小中学校校
長会
【大学】
広島修道大学
【金融機関】
広島銀行千代田支
店、もみじ銀行千代
田支店、広島市信用
組合千代田支店
【その他】
住民代表
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群馬県
毎
年
度

9 月

県教委・嬬恋村・嬬
恋高校の三者による
協議会において、
PDCAによる検証を行
う。

地域住民代表・嬬恋
村教育委員会・嬬恋
高校PTA保護者・学識
経験者・嬬恋高等学
校長

県ホームページにて公
表する。

福井県
毎
年
度

香川県

6 月

ふくい創生・人口減
少対策戦略会議にお
いて、事業が適切に
実行されているか、
評価検証を行う。

高校、ＰＴＡの代
表、教育委員会、坂
井市、小浜市など。

県ホームページに掲載
する。

町ホームページにて公
表する

漁業協同組合、森林
組合、農業協同組
合、商工会、水産加
工振興協議会、校長
会、地区連合、町内
会連合会、女性の
会、社会福祉協議
会、教育委員、金融
機関３名、公募委員

毎
年
度

6

北海道福島町
毎
年
度

7 月

月

毎
年
度

8 月宮崎県えびの市

地域の産学金労言官
等の代表者で構成す
る有識者会議等にお
いて、重要業績評価
指標（KPI）の実績を
把握でき次第、可及
的速やかに県版総合
戦略の効果検証も踏
まえ、実施した事業
の効果を検証した上
で、必要な見直しと
改善を図ることによ
り、翌年度の取組み
に生かしていくこと
としており、設定し
た数値の上昇幅等を
踏まえ、必要に応じ
て、目標値を見直し
等を行う予定。

産：香川経済同友
会、香川県商工会議
所連合会、香川県農
業協同組合中央会、
香川県漁協女性部連
合会、官：香川県市
長会、香川県町村
会、学：香川大学、
四国学院大学、金：
香川県銀行協会、
労：日本労働組合総
連合会香川県連合
会、言：NHK高松放送
局、その他：香川県
保育協議会、香川県
医師会等を予定。

検証後、速やかに香川
県のＨＰで公表する。

毎年度、前年度時点
のKPIの達成状況をと
りまとめ、地方創生
推進会議にて報告す
る。

市ホームページで公表
する。

産学官金労言等の外
部有識者等で構成す
る「えびの市まち・
ひと・しごと創生推
進会議」において、
ＰＤＣＡサイクルに
よる検証を実施す
る。

産…えびの市商工
会、えびの市観光協
会、ＪＡえびの市
学…県立学校
官…農林振興局
金…地域金融機関
労…小林公共職業安
定所
言…新聞社
その他…社会福祉協
議会、自治連合会、
地域婦人連絡協議
会、青年会議所、公
募市民
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産…JA加美よつば、
加美商工会、加美町
観光協会
学…県立中新田高
校、宮城大学、教育
委員会
官…加美町ひと・し
ごと推進課
金…七十七銀行
労…（株）精工、
（株）国立音楽院、
リロカリコクリ
（株）、（株）原グ
リーン、キッチン
カーKamiRu
言…大崎タイムス社

宮城県加美町 月

町ホームページにて公
表する

北海道美幌町
毎
年
度

9 月

外部有識者等で構成
する美幌町まち・ひ
と・しごと創生推進
委員会で検証を行
い、必要に応じて町
総合戦略の見直しを
実施する。

【産業】美幌町農業
協同組合、美幌町森
林組合、美幌商工会
議所、・美幌観光物
産協会
【教育機関】北海道
美幌高校学校
【金融機関】網走信
用金庫美幌支店
【労働団体】美幌地
区連合会
【報道機関】北海道
新聞社北見支社
【住民】一般住民

町ホームページにて公
表する

岩手県西和賀町
毎
年
度

6 月

分野別基本目標及び
重要業績評価指標
（ＫＰＩ）の達成状
況について、年度終
了後にできるだけ速
やかに結果を取りま
とめ、西和賀町ま
ち・ひと・しごと創
生総合戦略推進会議
を開催して施策・事
業の効果を検証し、
必要に応じて総合戦
略の見直しを行な
う。

西和賀観光協会会
長、西和賀商工会女
性部長、西和賀町企
業連絡協議会会長、
西和賀商工会副会
長、西和賀町森林組
合総務課長補佐、株
式会社西和賀産業公
社常務取締役、花巻
農業協同組合西和賀
地域担当理事、ヘリ
オス酒造株式会社取
締役本部長、ユキノ
チカラ協議会ブラン
ドマネージャー、岩
手県立西和賀高等学
校校長、岩手県立大
学総合政策学部准教
授、西和賀町社会福
祉協議会事務局長、
西和賀町婦人連絡協
議会会長、北上信用

毎
年
度

9

宮城県南三陸町
毎
年
度

月

産学官金労言等の外
部有識者等で構成す
る「南三陸町総合戦
略推進会議」におい
て、ＰＤＣＡサイク
ルによる検証を実施
する。

町ホームページで公表産学官金労言等の外
部有識者等で構成す
る「加美町総合戦略
審議会」及び「中新
田高校学校運営協議
会」において、ＰＤ
ＣＡサイクルによる
検証を実施する。

7

産…農林水産関係事
業者
住…地域住民
官…南三陸町副町長
学…理学博士
金…地域金融機関
労…労働組合
言…地元新聞社

町ホームページにて公
表する
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島根県松江市
毎
年
度

9 月

松江市総合計画・総
合戦略推進会議設置
要綱に基づき有識者
で構成された第三者
委員会において、事
業終了後に個々の事
業について効果を検
証する。
必要に応じて取組等
の見直し検討も併せ
て行っていく。

松江市医師会、島根
県立大学、松江旅館
ホテル組合、島根県
農業協同組合くにび
き地区本部、日本政
策投資銀行松江事務
所、島根大学、松江
市町内会・自治会連
合会、松江市高齢者
クラブ連合会、島根
県商工会連合会、連
合島根東部地域協議
会、宍道湖漁業協同
組合、松江市公民館
長会、松江市21世紀
ウィメンズプロジェ
クト、㈱エフエム山
陰、松江ＮＰＯネッ
トワーク、松江圏域
老人福祉施設協議
会、松江商工会議
所、子育て世代への

検証結果等をHPで公開

毎年度前年度時点の
KPIの達成状況をとり
まとめ、地方創生検
討委員会を構成する
有識者の関与を得な
がら検証結果報告を
まとめる。

農業委員会会長・商
工会会長・同青年部
支部長・町指定金融
機関支店長・区長連
絡協議会会長、社会
福祉協議会副会長・
特別養護老人ホーム
荘長・教育委員・観
光協会長・農業協同
組合組合長・農業団
体代表・地域振興公
社社長

町ホームページにて公
表する。

HPにて公表する。

静岡県伊豆市

福井県坂井市 月

山形県遊佐町
毎
年
度

9 月

山形県最上町
毎
年
度

9 月

毎
年
度

8

毎
年
度

9

伊豆総合高等学校土
肥分校魅力化推進協
議会により、達成
度・進捗度等を検証
し、必要に応じて見
直しや改善を図る。

市議・市教育委員
会・県教育委員会・
市総合政策部・県立
伊豆総合高等学校

HPにて公表する。

「遊佐高校魅力化に
係る地域連携協議
会」において、実施
事業の達成度や有効
性を検証し、必要に
応じて見直しや改善
点を検討する。

遊佐町長、遊佐高等
学校長、遊佐町教育
長、振興審議会会
長、遊佐町商工会、
JA庄内みどり農協、
幼保小中保護者代
表、遊佐ビジネス
ネットワーク協議会
代表、アドバイ
ザー、オブザー
バー、コーディネー
ター

外部有識者で構成す
る「総合戦略推進会
議」において各実施
事業の実施状況・実
績を報告し、重要業
績評価目標（ＫＰ
Ｉ）の達成度合とＰ
ＤＣＡサイクルによ
る検証を行う。

坂井市女性の会、NPO
法人まちづくりカ
レッジSakai、ハロー
ワーク三国、福井大
学、坂井市男女共同
参画審議会。株式会
社福井銀行、坂井市
PTA連合会、一般社団
法人DMOさかい観光
局、リコージャパン
株式会社福井支社、
坂井市商工会

市ホームページに掲載
する。

月
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出雲市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略推進
会議の会議結果を出雲
市のホームページで公
表

町議会・農業委員
会・民生委員児童委
員・商工会・JA広島
市・太田川森林組
合・漁業協同組合・
広島銀行・（一社）
地域商社あきおお
た・女性連合会・社
会福祉協議会・自治
振興会・学識経験者
（広島修道大学・加
計高等学校）・町
PTA・中国新聞社

8

9

結果等を安来市ＨＰに
て公開。

町ホームページにて公
表する。

月

出雲市まち・ひと・
しごと総合戦略推進
会議設置条例に基づ
き、産官学金労言士
の有識者を中心に構
成する会議におい
て、事業の進捗状況
の評価・検証を行
う。評価・検証にあ
たっては、毎年、KPI
の達成状況を検証
し、その進捗の確認
を行うとともに、必
要に応じて取組等の
見直しの検討を行っ
ていく。

産業界（出雲商工会
議所専務理事、出雲
観光協会事務局長、
出雲青年会議所理事
長）、官庁（ハロー
ワーク出雲所長）、
学校（島根大学地域
未来協創本部講師、
島根県立大学看護栄
養学部准教授、トリ
ニティカレッジ出雲
医療福祉専門学校校
長）、金融機関（山
陰合同銀行出雲支店
長）、労働団体（連
合島根出雲・雲南地
域協議会出雲地区会
議副事務局長）、報
道機関（山陰中央新
報社出雲総局長）、
士業（税理士）、出
雲市議会総務委員

広島県安芸太田町 月

島根県安来市
毎
年
度

7 月

毎
年
度

外部有識者等で構成
される安来市総合計
画・総合戦略推進会
議を設置し、個々の
事業について検証を
実施。
事業内容、ＫＰＩの
進捗状況等を説明
し、委員から意見を
聴取する。

安来市総合計画・総
合戦略推進会議
【産業】
島根県農業協同組合
やすぎ地区本部、安
来商工会議所、日立
金属（株）安来工
場、安来市商工会、
安来市観光協会
【学識経験者】
島根大学・士業
【金融機関】
日本政策金融公庫松
江支店
【労働】
安来市労働組合協議
会、松江公共職業安
定所安来出張所
【言論】
山陰中央新報社
【医療福祉】
安来市医師会、安来

島根県出雲市

安芸太田町まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略推進会議におい
て、事業終了後に
個々の事業について
PDCAサイクルによる
検証を実施する。

毎
年
度
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町ホームページにて公
表する

市ホームページにて公
表する。

産…喜界町商工会、
朝日酒造(株)、喜界
島酒造(株)、ＪＡあ
まみ喜界島事業本部
学….鹿児島大学教
授、喜界高等学校校
長
官…総務課、保健福
祉課、農業振興課、
教育委員会、大島支
庁喜界事務所
金…鹿児島銀行(株)
喜界支店

月

毎
年
度

9

苫前町町まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略推進会議におい
て、PDCAサイクルに
よる検証を実施す
る。

るもい農業協同組
合・北るもい漁業協
同組合・苫前町商工
会・苫前建設協会・
苫前町町内会連合
会・苫前町老人クラ
ブ連合会・苫前町体
育協会・苫前町文化
協会・苫前町子ども
会育成連絡協議会・
留萌信用金庫・苫前
町議会・苫前町教育
委員会

町ホームページにて公
表する。

県ホームページにて公
表する。

佐賀県商工会議所連
合会、佐賀県農業協
同組合中央会、佐賀
県市長会、佐賀県町
村会、佐賀労働局、
佐賀大学、一般社団
法人佐賀県銀行協
会、日本労働組合総
連合会佐賀県連合
会、株式会社佐賀新
聞社、株式会社サガ
テレビ等

外部有識者等で構成
する「夕張市総合戦
略検証委員会」にお
いて、総合戦略に定
めた施策の推進状況
についてＰＤＣＡサ
イクルによる評価・
検証を実施する。

夕張市農業協同組合
夕張高等学校
社会福祉法人夕張保
育協会
夕張市議会
北洋銀行夕張支店
夕張商工会議所

県が実施する主要な
施策の成果を活用
し、各施策が直面し
ている課題等を洗い
出し、着実に推進す
るための有効な取組
や事業の見直し等を
検討し、外部有識者
（産、官、学、金、
労、言）を含めた検
証を踏まえ、個々の
事業についてＰＤＣ
Ａサイクルを実施す
る。

3 月

礼文町まち・ひと・
しごと創生総合戦略
審議会において、
個々の事業について
検証を実施。
事業内容、ＫＰＩの
進捗状況等を説明
し、委員から意見を
聴取する。

町議会・漁業協同組
合・商工会・観光協
会・建設協会・宗谷
地区水産技術普及指
導所礼文支店・礼文
高等学校・町校長
会・稚内信用金庫礼
文支店・住民

北海道夕張市
毎
年
度

9 月

町ホームページにて公
表する。

北海道苫前町 月

佐賀県
毎
年
度

9

北海道礼文町
毎
年
度

鹿児島県喜界町
毎
年
度

9 月

産学官金労言等の外
部有識者等で構成す
る「喜界町まち・ひ
と・しごと創生総合
戦略検証委員会」に
おいて、KPI進捗状況
の検証を実施する。
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北海道白糠町
毎
年
度

9 月

外部有識者を含めた
第三者委員会及び町
議会等で、PDCAサイ
クルによる検証を実
施する。

町議会
釧路丹頂農業協同組
合
白糠木材協会
白糠漁業協同組合
白糠町商工会
白糠町建設業協会
室蘭工業大学
北海道白糠高等学校
北海道銀行白糠支店
大地みらい信用金庫
白糠支店
釧路信用金庫白糠支
店
株式会社釧路新聞社
学校法人二葉学園
白糠町連合町内会

毎
年
度

6

鹿追高校支援のため
の全町組織である
「鹿追高校を支える
会」において、事業
終了後に個々の事業
について効果を検証
する。必要に応じて
取組等の見直し検討
も併せて行ってい
く。

北海道鹿追町 月

鹿追町・鹿追町議
会・鹿追町教育委員
会・鹿追町農業協同
組合・鹿追町商工会
鹿追町女性団体連絡
協議会・鹿追町商工
会女性部・鹿追町農
業協同組合女性部・
㈱北海道ﾈｲﾁｬｰｾﾝﾀｰ・
鹿追町農業委員会・
鹿追町社会教育委
員・鹿追町農村青年
会・鹿追町社会福祉
協議会・鹿追町ＰＴ
Ａ連合会・鹿追高等
学校ＰＴＡ会・鹿追
高等学校協力・鹿追
町校長会
鹿追町国保病院・社
会福祉法人 鹿追恵愛
会理事長・鹿追町国
民健康保険事業の運

町ホームページにて公
表する

北海道湧別町
毎
年
度

8 月

地域団体、学校関係
者、学識経験者等で
構成する「湧別高等
学校魅力化コンソー
シアム会議」におい
て、KPI進捗状況の検
証を実施する。

湧別町教育委員会、
北海道教育委員会オ
ホーツク教育局、え
んゆう農業協同組
合、湧別町農業協同
組合、湧別漁業協同
組合、湧別町商工
会、学校法人和光学
園

町ホームページにて公
表する。

北海道むかわ町
毎
年
度

9 月

産福学金言労等の外
部有識者等で構成す
る「むかわ町まちづ
くり委員会」におい
て、KPI進捗状況の検
証を実施する。

まちづくり委員会委
員
産業…指導農業士
福祉…認定こども園
学校….高等学校校長
金融…農業協同組合

町ホームページにて公
表する。

町ホームページにて公
表する
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毎
年
度

3 月

栗山高校支援のため
の全町組織である
「栗山高校魅力化ビ
ジョン推進会議」に
おいて、事業終了後
に個々の事業につい
て効果を検証する。
必要に応じて取組等
の見直し検討も併せ
て行っていく。

高校、高校PTA、高校
同窓会、高校運営協
議会、栗山町校長
会、PTA連合会、町立
介護福祉学校、栗山
商工会議所、栗山町
金融協会、栗山ロー
タリクラブ、学識経
験者、北海道教育
庁、栗山町、栗山町
教育委員会

町ホームページにて公
表する

北海道栗山町

町ホームページにて公
表する。

富山県
毎
年
度

9 月

産学官金労及び外部
有識者からなる「と
やま未来創造県民会
議」等で事業結果の
検証を行うことで、
PDCAサイクルによる
事業の検証を実施す
る。

民間事業者、市長
会、町村会、富山大
学、富山県ＰＴＡ連
合会、日本銀行富山
事務所、連合富山、
日本青年会議所富山
ブロック協議会の代
表者等

県ホームページにて公
表する。

沖縄県久米島町
毎
年
度

3 月

外部有識者で構成さ
れる会議体で検証を
行う。

学識経験者、金融関
係者、産業関係者、
教育委員会

町ホームページにて公
表する

毎
年
度

9

担当職員（係長）・
担当課長による一次
評価、施策担当課
長・政策担当課長に
よる二次評価を実
施。併せて、外部委
員で構成する「住民
評価会議」におい
て、検証を行う。

鹿児島県西之表市 月

高校、ＰＴＡの代
表、玄海町、町教育
委員会、地域実習提
供者など
玄海町地方創生推進
委員会：産業関係
者、教育関係者、金
融関係者、労働団体
関係者、報道関係
者、行政機関関係者

9 月

農林水産関係者、観
光関係者、教育関係
者、民生委員、商工
会関係者、福祉関係
者、地域長、防災関
係者、移住者

市ホームページへ掲載
する

外部有識者で構成す
る「総合計画等評価
委員会」において各
実施事業の実施状
況・実績を報告し、
重要業績評価目標
（ＫＰＩ）の達成度
合とＰＤＣＡサイク
ルによる検証を行
う。

高田短期大学教授、
四日市大学学長、
（一社）サステナヘ
ルス代表理事、三重
大学大学院准教授、
中京大学大学院教
授、三重大学教授、
松阪市地域包括ケア
推進会議運営幹事会
会長、（公社）松阪
地区医師会副会長、
名古屋工業大学大学
院教授、㈱百五銀行
総合研究所取締役、
元三重中京大学教授

玄海町・唐津青翔高
校・地域商社による
コンソーシアムにお
いてPDCAによる検証
を行う。
あわせて玄海町地方
創生推進委員会にお
いてKPI進捗状況の検
証を実施する。

市ホームページにて公
表する。

三重県松阪市
毎
年
度

9 月

佐賀県玄海町
毎
年
度
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北海道上士幌町
毎
年
度

5 月

上士幌町総合戦略検
証機関

北海道大学、帯広信
用金庫、十勝信用組
合、上士幌地区連合
会、北海道新聞社、
十勝毎日新聞社、上
士幌町社会福祉協議
会等

町ホームページにて公
表する

北海道平取町
毎
年
度

9 月

庁内の施策内部評価
及び外部有識者で構
成する「事務事業評
価委員（外部評価委
員）」において各実
施事業の実施状況・
実績を報告し、重要
業績評価目標（ＫＰ
Ｉ）の達成度合とＰ
ＤＣＡサイクルによ
る検証を行う。

北海道大学公共政策
大学院客員教授（学
識経験者）、平取町
自治振興会会長（町
民活動・行政活動分
野）、平取町自治振
興会理事（総合計画
審議会会長）、平取
町商工会会長（総合
計画審議会副会
長）、平取町教育委
員会教育委員（教
育・文化分野）、沙
流川森林組合代表理
事組合長（産業分
野）、公募委員

町ホームページにて公
表する

北海道幌加内町 月
毎
年
度

9

「幌加内高等学校地
域留学推進協議会」
において、実施事業
の達成度や有効性を
検証し、必要に応じ
て見直しや改善点を
検討する。

高校、高校同窓会、
町そば活性化協議
会、町観光協会、ほ
ろかない振興公社、
NPO法人シュマリナイ
湖ワールドセン
ター、北海道大学北
方生物圏フィールド
センター、JAきたそ
らち幌加内支所、町
商工会、ホームステ
イ登録家庭代表、高
校在り方検討委員
会、町企画振興室、
教育委員会

町ホームページにて公
表する

北海道斜里町
毎
年
度

10 月

北海道斜里高等学校
高校生対流促進事業
コンソーシアムにお
いて、検証を実施。
事業内容、ＫＰＩの
進捗状況等を説明
し、役員から意見を
聴取する。

斜里中学校同窓会、
斜里高校同窓会、斜
里高校PTA、知床ユネ
スコ協会、町立学校
長、斜里高校学校評
議会、斜里町教育委
員会

町ホームページにて公
表する

北海道東川町
毎
年
度

6 月

「写真文化首都東川
町まち・ひと・しご
と創生総合戦略」に
基づき、外部有識者
を含めた検証機関を
組織しており、交付
対象
事業を含めた地方創
生関連事業の効果検
証、事業評価指標の
達成状況、課題の確
認、見直し議論など
を行う。

産官学金労言士：東
川町商工会会長、東
川町農業協同組合組
合長、東川町観光協
会会長、東川町社会
福祉協議会会長、北
工学園事務局長、北
央信組東川支店長、
北海道新聞旭川支
社、北海道上川総合
振興局、税理士等関
連士業代表、町民代
表など

町ホームページにて公
表する
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北海道弟子屈町
毎
年
度

9 月

第6次弟子屈町総合計
画町民評価委員会に
おいて、PDCAサイク
ルによる検証を実施
する。

第6次弟子屈町総合計
画町民評価委員(外部
委員６名）において
検証する。

農業・観光・商工・
医療など各分野から
委嘱された町民

町ホームページにて公
表する

北海道標津町
毎
年
度

9 月

標津町総合戦略推進
会議の他、町議会に
おいて検証を行う。

町長、標津町農業協
同組合組合長、標津
漁業協同組合組合
長、標津町商工会
長、標津町校長会会
長、標津高等学校
長、大地みらい信用
金庫標津支店長、連
合北海道標津地区連
合会長、標津町町内
会連合会長、標津町
社会福祉協議会長、
標津町民生委員児童
委員協議会長、、北
海道根室振興局戦略
策定支援担当部長

町広報誌、町ホーム
ページにて公表する

北海道池田町
毎
年
度

9 月

町内各種団体代表者
および住民公募によ
る者で構成する池田
町行財政改善推進委
員会において、事業
が適切に実行されて
いるか、評価検証を
行う。

農業関係団体、商工
労働関係団体、教育
福祉関係団体、女性
団体が推薦した委
員、一般公募委員

町ホームページにて公
表する。

北海道浜中町
毎
年
度

9 月

浜中町・浜中町教育
委員会・霧多布高校
による検証を実施す
る。

浜中町教育委員会・
霧多布高校など

高校HPにて公表する。

北海道更別村
毎
年
度

7 月

夢大地さらべつ推進
委員会による事業の
進捗状況・目標状況
の検証・評価の実施

更別村農業協同組
合、更別村商工会、
更別村社会福祉協議
会、更別どんぐり福
祉会、特定非営利活
動法人どんぐり村サ
ラリ、更別村農業協
同組合女性部、更別
村ＰＴＡ連合会、日
本労働組合総連合更
別地区連合会、更別
村商工会女性部、更
別村教育委員会校長
会、更別郵便局、帯
広信用金庫中札内支
店、北海道十勝総合
振興局、株式会社十
勝毎日新聞社、
Social Knowledge
Bank 合同会社

村ホームページにて公
表する
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富山県南砺市
毎
年
度

9 月

学校関係者、地域団
体で構成された「南
砺平高等学校魅力化
協議会」において、
各事業の実施状況、
実績を報告し、KPIの
進捗状況について検
証する。

高校、南砺市、後援
会、運営協議会、商
工会、観光協会、
PTA、地域づくり協議
会、地域住民

市ホームページにて掲
載する

山形県金山町
毎
年
度

8 月

金山校みらいサポー
ト町民会議及び金山
教育コンソーシアム
においてPDCAによる
検証とKPI進捗状況の
検証を実施する。

町長・教育長・高校
長・副校長・高校同
窓会長・同窓会副会
長・区長公民館連絡
協議会長・・各地域
区長公民館長代表・
地域有識者・地域代
表・女性団体連絡協
議会長・もがみ北部
商工会金山支部長・
高校後援会長・高校
ＰＴＡ会長小学校
長・中学校長・小学
校ＰＴＡ会長・中学
校ＰＴＡ会長・若者
代表・総合政策課長
補佐・教育委員会事
務局・

町ホームページにて公
表する

茨城県大子町
毎
年
度

3 月

外部評価組織となる
大子町まち・ひと・
しごと創生有識者会
議を開催し、毎年度
の事業実績と重要業
績評価指標(KPI)の比
較に基づいた検証を
行う。

大子町まち・ひと・
しごと創生有識者会
議：産業界の有識
者、教育機関の有識
者、町議会議員、子
育て世代の有識者、
金融機関、NPO法人の
代表者、商工会、観
光協会、町内若蓮等

町ホームページにて公
表する

岩手県八幡平市
毎
年
度

9 月

外部有識者を含めた
平舘高等学校学校運
営協議会及び八幡平
市担当者も含めた平
舘高校教育振興会に
おいて、各実施事業
の実績等を報告し、
KPI進捗状況の検証を
行う。

八幡平市商工会、八
幡平市観光協会、社
会福祉協議会、市内
各福祉施設、市内各
事業所、学識経験
者、市教育委員会、
市企画財政課、地域
魅力発信コーディ
ネーター、同窓会、
地域公民館職員

市ホームページにて公
表する

岩手県岩泉町
毎
年
度

9 月

・外部有識者を含め
た「岩泉町総合開発
審議会」において、
個々に事業のPDCAサ
イクルによる検証を
実施する。

学識経験者・商工
会・森林組合・漁
協・農協・地域振興
協議会・政策推進課
課・岩泉土木セン
ター所長・岩泉林務
出張所・岩泉高等学
校長

町ホームページにて公
表する
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⑦　交付対象事業に要する経費

・　法第５条第４項第１号イに関する事業【Ａ３００７】

⑧　事業実施期間

⑨　その他必要な事項

特になし。

から2020年4月1日 31 日 まで2025 年 3

熊本県上天草市
毎
年
度

5 月

上天草市まち・ひ
と・しごと創生推進
会議において、効果
検証を行う。

産業関係者、行政関
係者、大学等関係
者、金融機関、デジ
タル分野精通者等

市ホームページ等で公
表する

鹿児島県南九州市
毎
年
度

7 月

庁内職員で構成する
作業部会及び市長を
本部長とする創生総
合戦略本部での各分
野ごとの効果検証を
経て、外部団体の代
表者等で構成する総
合計画審議会におい
て効果検証を行う。

市教育委員会委員、
市農業委員会会長、
JAいぶすき理事、JA
南さつま理事、市商
工会副会長、市建設
同友会副会長、市消
防団団長、市民生委
児童委委員、市ゴー
ルドクラブ会長、市
地域女性団体会長、
市PTA会長、市男女共
同参画審議会会長、
市地区公民館代表、
市子ども会副会長、
南薩地域振興局総務
企画部長、市校長会
会長

市ホームページにて公
表する。

岡山県真庭市
毎
年
度

9 月

地域住民代表、学校
関係者、学識経験者
等で構成する「学校
運営協議会」におい
てPDCAによる検証を
行う

地域住民代表・地域
学校コーディネー
ター・高等学校PＴＡ
関係者・学識経験
者・高等学校長・関
係行政機関

市ホームページにて公
表する

愛媛県砥部町
毎
年
度

9 月

外部有識者等で構成
される砥部町総合計
画等審議会におい
て、効果検証を行
う。

町商工会・ＪＡえひ
め中央・愛媛県・砥
部町校長会・愛媛県
立医療技術大学教
授・伊予銀行・町社
会福祉協議会・愛媛
新聞社・ＮＰＯ法
人・地域団体・町老
人クラブ連合会・町
女性団体連絡協議会

町ホームページにて公
表する

石川県能登町
毎
年
度

9 月

能登町創生総合戦略
推進会議において、
各個別事業の概要、
成果目標・結果、実
施状況及び町評価を
説明し、委員の評価
を受け検証を行う。

のと青年会議所、お
おぞら農業協同組合
能都支店、住民（移
住者）、町町会区長
会連合会、輪島公共
職業安定所能登出張
所、興能信用金庫、
石川県漁業協同組合
小木支所、町婦人団
体協議会、町商工
会、町PTA連合会、能
登森林組合能登支
所、学校教育関係者
（小中学校長）、金
沢大学能登海洋水産
センター、石川県漁
業協同組合能都支
所、内浦農業協同組

町ホームページにて公
表する

月

総事業費 7,218,804 千円
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５－３　その他の事業

５－３－１　地域再生基本方針に基づく支援措置

該当なし。

５－３－２　支援措置によらない独自の取組

（１）

ア　事業概要

イ　事業実施主体

ウ　事業実施期間

（２）

該当なし。

まで

該当なし。

月 日年 月 日 から 年
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ア　事業概要

イ　事業実施主体

ウ　事業実施期間

（３）

ア　事業概要

イ　事業実施主体

ウ　事業実施期間

６ 計画期間

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項

７－１　目標の達成状況に係る評価の手法

５－２の⑥の【検証方法】及び【外部組織の参画者】に同じ。

７－２　目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容

４－２に掲げる目標について、５－２の⑥の【検証時期】に

７－１に掲げる評価の手法により行う。

７－３　目標の達成状況に係る評価の公表の手法

５－２の⑥の【検証結果の公表の方法】に同じ。

までから 年 月日

年 3

日 から 年

該当なし。

まで

月

月 31

月

年

2025

年 月 日

日

日

まで

地域再生計画の認定の日から
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